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１．公営住宅等長寿命化計画の背景・目的 

（１）背景 

   野田市には、現在１５団地９４６戸の公営住宅（県営・市営）があり、このうち

市営住宅は、１０団地４９５戸で５２．３％となっている。 

   本市の市営住宅については、建築後４０年以上経過した団地が多く、老朽化が進

んでいること、住宅本体に加え設備等も含めた修繕が必要となっているなど、適切

な維持管理に加えて、耐用年数を迎える市営住宅の計画的な用途廃止や、それを補

塡する住宅ストックの確保等が必要となってくる。市営住宅の建替については、今

般の社会情勢や市の財政状況を鑑みると、従来の「市が直接建設し、維持・管理す

る住宅供給方式」ではなく、「民間が建設し維持・管理する住宅を市が市営住宅とし

て借り上げる住宅供給方式（民間住宅の借上げ制度）」の導入を進めていく必要性が

生じている。 

   平成２５年に「インフラ長寿命化基本計画【インフラ老朽化対策の推進に関する

関係省庁連絡会議】」、平成２６年に「国土交通省インフラ長寿命化計画【行動計画】

（国土交通省）」が定められ、公営住宅に限定されない公共施設等（公共建築物及び

土木インフラ）の維持管理を取り巻く環境が大きく変化してきている。 

   特に、平成２８年の「公営住宅等長寿命化計画策定方針【改定】（国土交通省）」

では、公営住宅の長寿命化への取り組みを通じたライフサイクルコスト（維持管理

費用）の縮減のために、以下の観点での取り組みの強化が求められている。 

    ①定期的な点検等の確実な実施やその結果を踏まえた早期の修繕の実施 

    ②計画的な修繕による予防保全的管理の実施 

    ③長寿命化に資する改善事業の実施 

   本市では「野田市行政改革大綱（平成３１年３月改訂）」でファシリティマネジメ

ント（施設の長寿命化計画）の基本方針の推進を定めており、また「野田市公共施

設等総合管理計画（平成２９年３月」で公共施設等（公共建築物及び土木インフラ）

に対する 15 年間の維持管理についての方針を定めていることから、「野田市公営住

宅等長寿命化計画」についても、この計画と整合を図る必要がある。 

 

（２）目的 

   本計画では、現在保有している市営住宅等の適切な維持管理を行うために、定期

的な点検、修繕等を行い、公営住宅等の状況や公営住宅等に対する将来的な需要見

通しを踏まえた各住宅のあり方を考慮した上で、効率的・効果的な団地別・住棟別

の維持管理の方針を定め、長寿命化のための事業実施予定一覧を作成することによ

り、長寿命化に資する予防保全的な管理や改善を計画的に推進し、ライフサイクル

コストの縮減等を目指すものである。 

なお、民間住宅の借上げ制度については、制度設計等を行ったうえで、令和８年

度から導入していくとともに、計画期間内において、耐用年数を迎える市営住宅の

計画的な用途廃止等に伴い不足が生じた住宅ストックについても、市営住宅の建て
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替えではなく、民間住宅の借上げ制度の導入により補塡するものとする。 

 

２．計画期間 

  本計画の計画期間は令和７年度から令和１７年度までの１１年間とする。 

  また、社会情勢の変化、事業の進捗状況、地域住宅計画や野田市公共施設等総合管

理計画、公共施設個別施設計画等の上位計画の見直し・改定等と連動し見直しを行う

こととする。 

 

３．公営住宅等の状況 

（１）管理数の概要 

  １）管理戸数の状況 

    本市では、市営住宅が１０団地あり管理戸数は４９５戸となっている。 

 

  ２）建設年度・構造等の状況 

    築年数では、最も古い住宅で５０年以上経過しており、昭和５０年代までに建

設されたものが大半を占めており、過去２５年以上は本市による公営住宅の建設

は行っていない。 

構造では、耐火構造の住宅が４０８戸、準耐火構造の住宅が８７戸である。 

鶴奉団地１・２号棟及び宮崎西団地１・２号棟は、一部、高齢者等・障害者向 

け及び車椅子使用者向けの住戸仕様となっている。 
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表 3.1 市営住宅一覧表 

団

地 
団地名 住宅名 所在地 

建設 

年度 
構造 階数 

管理 

戸数 

敷地面積 

(㎡) 

1 宮崎 
宮崎団地１号棟 

宮崎 80-1 
S43 RC 造 ４ ２４ 

2,715.05 
宮崎団地２号棟 S44 RC 造 ４ ２４ 

2 七光台 七光台団地 七光台 459 S45 PC 造 ２ ５０ 7,646.84 

3 大和田 大和田団地 山崎 1279 S46 PC 造 ２ ３７ 4,548.37 

4 西大和田第１ 西大和田団地１号棟 山崎 1314 S47 PC 造 ４ ３２ 2,084.40 

5 西大和田第２ 
西大和田団地２号棟 

山崎 1283 
S48 PC 造 ４ ３２ 

3,577.00 
西大和田団地３号棟 S49 PC 造 ４ ２４ 

6 西大和田第３ 
西大和田団地４号棟 

山崎 1328-2 
S50 PC 造 ３ ２４ 

3,457.77 
西大和田団地５号棟 S51 PC 造 ３ １８ 

7 上花輪 

上花輪団地１号棟 

上花輪 498 

S55 PC 造 ３ ２４ 

7,326.31 上花輪団地２号棟 S54 PC 造 ３ １８ 

上花輪団地３号棟 S56 PC 造 ３ １８ 

8 七光台中央 七光台中央団地 七光台 179 S60 PC 造 ３ １８ 2,012.52 

9 鶴奉 
鶴奉団地１号棟 鶴奉 335-1 H4 RC 造 ５ ３０ 3,029.41 

鶴奉団地２号棟 鶴奉 84-4 H6 RC 造 ５ ３０ 2,815.73 

10 宮崎西 

宮崎西団地１号棟 

宮崎 80-7 

S42 RC 造 ４ ３１ 

10,003.41 宮崎西団地２号棟 S43 RC 造 ４ ３１ 

宮崎西団地３号棟 S44 RC 造 ５ ３０ 

                                                         令和５年度末現在 
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（２）入居者の状況 

  １）年齢別入居者の状況 

    市営住宅の年齢別居住者は下表に示すとおりであり、宮崎団地、七光台団地に

おいては６５歳以上の入居者が７５％を超えており、全団地でみても５０％程度

の入居者が高齢者であり、居住者の高齢化が進んでいる状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年１月末時点 

 

  ２）入居世帯の状況 

    入居世帯別の状況を各団地でみると、七光台中央団地を除き、いずれの団地も

単身世帯が３０％以上を占めており、全団地でみても５６．６％が単身世帯とな

っている。 

    また、２人世帯の割合も大きく、単身世帯と合わせた小規模な世帯の割合は、

全入居世帯の８７．１％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年１月末時点 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

宮崎団地
七光台団地
大和田団地

西大和田第１団地
西大和田第２団地
西大和田第３団地

上花輪団地
七光台中央団地

鶴奉団地
宮崎西団地

合計

年齢別人口構成表

～14 15～64 65～

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

宮崎団地

七光台団地

大和田団地

西大和田第１団地

西大和田第２団地

西大和田第３団地

上花輪団地

七光台中央団地

鶴奉団地

宮崎西団地

合計

世帯人員別世帯数表

1人 2人 3人 4人 5人以上



5 
 

  ３）収入分位の状況 

    市営住宅では入居者の家賃算定等にあたって月収の区分を収入に応じて第Ⅰ

分位から第Ⅸ分位までの９段階に区分しており、第Ⅳ分位以下までが入居時の入

居資格となっている。 

    入居者の収入分位をみると、本来階層（収入分位Ⅳまで）が９０．２％、本来

階層以外（収入分位Ⅴ以上）が９．８％となっている。 

    本来階層世帯比率の最も高い住宅は宮崎団地で１００％、最も低い住宅は西大

和田第３団地で８２．５％となっている。 

 

表 3.2 収入分位別世帯数一覧表 

団 地 名 

管理 

戸数 

(戸) 

入居 

世帯 

(世帯) 

収入分位 

Ⅰ 

104 

 

以下 

Ⅱ 

104- 

123 

以下 

Ⅲ 

123- 

139 

以下 

Ⅳ 

139- 

158 

以下 

Ⅴ 

158- 

186 

以下 

Ⅵ 

186- 

214 

以下 

Ⅶ 

214- 

259 

以下 

Ⅷ 

259- 

313 

以下 

Ⅸ 

313 

 

以上 

計 

世
帯
数 

１ 宮崎団地 48 47 45 1 0 1 0 0 0 0 0 47 

２ 七光台団地 50 24 20 0 1 2 0 1 0 0 0 24 

３ 大和田団地 37 29 25 0 0 1 0 1 1 0 1 29 

４ 西大和田第１団地 32 30 22 1 3 1 1 0 2 0 0 30 

５ 西大和田第２団地 56 49 36 4 0 1 2 1 2 2 1 49 

６ 西大和田第３団地 42 34 25 0 1 2 1 3 1 1 0 34 

７ 上花輪団地 60 48 41 1 1 1 1 1 0 0 2 48 

８ 七光台中央団地 18 18 15 0 0 0 2 0 1 0 0 18 

９ 鶴奉団地 60 41 34 3 0 1 1 1 1 0 0 41 

10 宮崎西団地 92 86 64 7 2 4 3 6 0 0 0 86 

合 計 495 406 327 17 8 14 11 14 8 3 4 406 

構
成
比
□
％
□ 

１ 宮崎団地 48 47 95.7％ 2.1％ 0.0％ 2.1％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％

２ 七光台団地 50 24 83.3％ 0.0％ 4.2％ 8.3％ 0.0％ 4.2％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％

３ 大和田団地 37 29 86.2％ 0.0％ 0.0％ 3.4％ 0.0％ 3.4％ 3.4％ 0.0％ 3.4％ 100.0％

４ 西大和田第１団地 32 30 73.3％ 3.3％ 10.0％ 3.3％ 3.3％ 0.0％ 6.7％ 0.0％ 0.0％ 100.0％

５ 西大和田第２団地 56 49 73.5％ 8.2％ 0.0％ 2.0％ 4.1％ 2.0％ 4.1％ 4.1％ 2.0％ 100.0％

６ 西大和田第３団地 42 34 73.5％ 0.0％ 2.9％ 5.9％ 2.9％ 8.8％ 2.9％ 2.9％ 0.0％ 100.0％

７ 上花輪団地 60 48 85.4％ 2.1％ 2.1％ 2.1％ 2.1％ 2.1％ 0.0％ 0.0％ 4.2％ 100.0％

８ 七光台中央団地 18 18 83.3％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 11.1％ 0.0％ 5.6％ 0.0％ 0.0％ 100.0％

９ 鶴奉団地 60 41 82.9％ 7.3％ 0.0％ 2.4％ 2.4％ 2.4％ 2.4％ 0.0％ 0.0％ 100.0％

10 宮崎西団地 92 86 74.4％ 8.1％ 2.3％ 4.7％ 3.5％ 7.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％

合 計 495 406 80.5％ 4.2％ 2.0％ 3.4％ 2.7％ 3.4％ 2.0％ 0.7％ 1.0％ 100.0％

                                                                           令和６年１月末時点 
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（３）空家の状況 

   市営住宅における現在の管理戸数４９５戸のうち、８２戸が空家となっている。 

 

表 3.3 空家状況一覧表 

団 地 名 
管理戸数 

（戸） 

入居世帯 

（世帯） 

空家戸数 

（戸） 

空家率 

（％） 
備 考 

１ 宮崎団地 ４８ ４７ １  ２．０  

２ 七光台団地 ５０ ２５ ２５ ５０．０  

３ 大和田団地 ３７ ３１ ６ １６．２  

４ 西大和田第１団地 ３２ ２９ ３  ９．４  

５ 西大和田第２団地 ５６ ４９ ７ １２．５  

６ 西大和田第３団地 ４２ ３５ ７ １６．７  

７ 上花輪団地 ６０ ４９ １１ １８．３  

８ 七光台中央団地 １８ １８ ０  ０．０  

９ 鶴奉団地 ６０ ４３ １７ ２８．３  

10 宮崎西団地 ９２ ８７ ５  ５．４  

合 計 ４９５ ４１３ ８２ １６．６  

                                     令和５年度末現在 

 

（４）応募の状況 

  １）応募倍率の状況 

    令和５年度の応募状況は、募集戸数６２戸に対し、応募世帯数が４３世帯で、

応募倍率は０．６９倍となっている。 

    過去５年間の応募倍率の推移をみると、令和４年度は０．８６倍となっている

が、５年間の平均応募倍率は０．６２倍であり１倍を下回っている。 

 

表 3.4 過去５年間の応募状況一覧表 

年 度 
募集戸数 

（ａ） 

応募世帯数 

（ｂ） 

応募倍率 

（ｂ／ａ） 
入居世帯数 

令和元年度 

（2019） 
 ７２  ３０ ０．４２ １７ 

令和２年度 

（2020） 
 ７０  ４１ ０．５９ ２２ 

令和３年度 

（2021） 
 ７２  ４２ ０．５８ １５ 

令和４年度 

（2022） 
 ６９  ５９ ０．８６ ２２ 

令和５年度 

（2023） 
 ６２  ４３ ０．６９ ２２ 

合計 

（５年間） 
３４５ ２１５ ０．６２ ９８ 

平均 

（５年間） 
 ６９  ４３ ０．６２ １９．６ 

                                  令和５年度末現在 
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  ２）収入超過者・高額所得者に対する取組状況 

    収入超過者については、収入超過者認定及びそれに伴う明渡し努力義務が課せ

られている旨を明記した通知書を送付している。 

    高額所得者については、高額所得者決定通知書を送付し、期限を定めてその入

居している住宅の明渡し請求を行うこととしている。 

 

（５）過去の修繕・改善の実施状況 

   修繕・改善の履歴としては、現状は事後保全的な修繕・改善に務めているが、今

後は周期に対応した外壁及び屋上の改修工事を実施しながら、居住環境の改善のた

めの共用部分改修（手すりの設置）を実施する必要がある。 

 

表 3.5 市営住宅一覧表 

住宅名 
建設 

年度 
構造 

管理 

戸数 

修繕・改善事業の内容 

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

H06 H07 H08 H09 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 

宮崎団地１号棟 S43 RC 造 ２４ 
 

 
          屋上  ガス         給水   外壁     

宮崎団地２号棟 S44 RC 造 ２４ 
 

 
          屋上             給水   外壁   

七光台団地 S45 PC 造 ５０ 
 

 
               ガス              

大和田団地 S46 PC 造 ３７ 
 

 
       排水                      

西大和田団地１号棟 S47 PC 造 ３２ 
 

 
     給水         排水               

西大和田団地２号棟 S48 PC 造 ３２ 屋上
 

 
              手摺              

西大和田団地３号棟 S49 PC 造 ２４ 
 

 
               手摺              

西大和田団地４号棟 S50 PC 造 ２４ 
 

 
                          給水   

西大和田団地５号棟 S51 PC 造 １８ 
 

 
               手摺           給水   

上花輪団地１号棟 S55 PC 造 ２４ 
 

 
      屋上              ガス         

上花輪団地２号棟 S54 PC 造 １８ 
 

 
      屋上               ガス        

上花輪団地３号棟 S56 PC 造 １８ 
 

 
      屋上                  手摺     

七光台中央団地 S60 PC 造 １８ 
 

 
                          給水   

鶴奉団地１号棟 H4 RC 造 ３０  
 

 
                            

鶴奉団地２号棟 H6 RC 造 ３０ 竣工
 

 
                            

宮崎西団地１号棟 S42 RC 造 ３１ 
 

 
        

屋上

外壁
買取                屋上    

宮崎西団地２号棟 S43 RC 造 ３１ 
 

 
        

屋上

外壁
買取                    

宮崎西団地３号棟 S44 RC 造 ３０ 
 

 
         

屋上

外壁
買取                   

                                令和５年度末現在 
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４．長寿命化に関する基本方針 

（１）ストック状況の把握 

   日常的な維持管理において、月１回程度、外観を目視による日常点検を実施し、

市営住宅の状況の把握に努める。 

   また、入退去時を利用して、住戸内部の点検を実施し、ストックの状況把握に努

める。 

 

（２）改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

   建物の老朽化等による事故や居住性の低下を未然に防止するため、建替えを基本

とする短いサイクルでの更新ではなく、市営住宅の安全性を確保するとともに、予

防保全を実施し、長寿命化を図るものとする。 

   そのため、ストックの的確な状況把握を行い、適切な時期に修繕等を行うととも

に、耐久性の向上や躯体の経年劣化の軽減を図るための改善等、長寿命化に資する

機能向上を図り、ライフサイクルコストの縮減を図るものとする。 

 

 

５．公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

（１）対象 

   本計画の対象は、令和５年度末時点で市が管理する市営住宅１０団地４９５戸及

びその集会所等の共同施設とする。 

 

表 5.1 計画対象の市営住宅一覧表 

団 

地 
団地名 所在地 棟数 

管理 

戸数 
建設年度 備  考 

1 宮崎団地 宮崎 80-1 ２ ４８ S43・S44  

2 七光台団地 七光台 459 １０ ５０ S45  

3 大和田団地 山崎 1279 ７ ３７ S46  

4 西大和田第１団地 山崎 1314 １ ３２ S47  

5 西大和田第２団地 山崎 1283 ２ ５６ S48・S49  

6 西大和田第３団地 山崎 1328-2 ２ ４２ S50・S51  

7 上花輪団地 上花輪 498 ３ ６０ S54～56 集会所 

8 七光台中央団地 七光台 179 １ １８ S60  

9 鶴奉団地 鶴奉 335-1、84-4 ２ ６０ H4・H6  

10 宮崎西団地 宮崎 80-7 ３ ９２ S42～44  

                                                       令和５年度末現在 
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（２）団地別・住棟別の事業手法の選定 

  １）事業手法の選定フロー 

    事業手法の選定は、公営住宅等長寿命化計画策定指針[平成２８年８月改訂]

（国土交通省住宅局住宅総合整備課）に記載の「事業手法の選定フロー」に基づ

き進める。 

 

 

 

■事業手法の選定フロー 

①公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計【中長期】  
 

②１次判定：団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業手法の仮設定 

 ②-1 団地敷地の現在の立地環境等の社 

会的特性を踏まえた管理方法 

 

 

 

 

  

 ②-2 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ②-2 

②-1 
改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要 

（改善可能） 

優先的な対応が必要 

（改善不可能） 
 

  
継続管理する団地 維持管理 改善又は建替 

優先的な改善 

又は優先的な建替 
優先的な建替 

 

  
継続管理について 

判断を保留する団地 

維持管理 

又は用途廃止 

改善、建替 

又は用途廃止 

優先的な改善、 

優先的な建替又は 

優先的な用途廃止 

優先的な建替 

又は 

優先的な用途廃止 

 

 

 

②２次判定：１次判定において事業手法・管理方針の判断を保留した団地・住棟の事業手法の仮設定 

 

 【Ａグループ】 

③-1LCC 比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた 

事業手法の仮設定 

・改善事業と建替事業の LCC 比較や、計画期間内の建

替事業量の試算を踏まえ、改善か建替かを仮設定す

る。 

 

【Ｂグループ】 

③-2 将来のストック量を踏まえた事業手法の仮 

設定 

・将来のストック量推計を踏まえ、「継続管理する

団地」又は「当面管理する団地（建替を前提とし

ない）」の判定を行い、事業手法を仮設定する。 

新規整備の検討も行う 

 

  

                                ③-1 

 

         ③-2 
 改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要 

（改善可能） 

優先的な対応が必要 

（改善不可能） 
 

  
継続管理する団地 維持管理 改善 建替 

優先的な 

改善 

優先的な 

建替 
優先的な建替 

 

 
 当面管理する団地 

（建替を前提としない） 

当面維持 

管理 
用途廃止 

改善し 

当面維持 

管理 

用途廃止 

優先的に 

改善し当面 

維持管理 

優先的な 

用途廃止 
優先的な用途廃止 

 

 

 

居住性に係る 

評価項目の決定 

躯体・避難の 

安全性に係る改善 

の必要性 ⅰ)需要 

ⅱ)効率性 

ⅲ)立地 

居住性に係る 

改善の必要性 

躯体・避難の 

安全性に係る改善 

の可能性 

ⅰ）～ⅲ） 

全てが活用 
に適する 左記以外 

不要 必要 

可能 不可能 不要 必要 

 

新規 

整備 
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④３次判定：計画期間における事業手法の決定 

 ④-1 集約・再編等の可能性を踏まえた団

地・住棟の事業手法の再判断 

 ④-2 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討  

   ■事業費の試算   

 
・集約や再編等の検討対象となり得る団

地や、異なる事業手法に判定された住

棟が混在する団地棟は、効率的な事業

実施のため、必要に応じて建替や改善

等の事業手法を再判定する。 

・あわせて、効率的な事業実施や地域ニ

ーズへの対応等の観点から総合的な

検討を行う。 

  
・中長期的な期間（３０年程度）のうちに想定される新

規整備、改善、建替等に係る年度別事業費を試算する。 
  

   
 

 問題なし 

 

問題あり 
  

    ■事業実施時期の調整   

    
・事業費が時期的に偏在する等、試算結果に問題が

ある場合は、事業実施時期を調整して改めて試算

し、問題がないか確認を行う。 

  

        

          

 事業実施時期の決定 及び 年度別事業費の試算  

          

 
④-3 長期的な管理の見通しの作成【３０年程度】 
 全団地・住棟の供用期間、事業実施時期等を示した概ね３０年程度の長期的な管理の見通しを作成する。 

 

          

 

④-4 
・長期的な管理の見通しに基づき、計画期間（１０年以上）内における最終的な事業手法を決定する。 

・改善を実施する住棟は、住棟の物理的特性等を踏まえ、全面的改善か個別改善かを決定する。 

・計画期間内の事業予定を、公営住宅等ストックの事業手法別戸数表及び洋式１～３として整理する。 

 

          

出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）平成２８年８月 

 

 

 

 

 

 

 

  ２）公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計【中長期】 

   ①ストック推計結果 

    公営住宅等の需要の見通しの検討にあたっては、将来（３０年程度の中長期）

の時点における世帯数等の推計を基に、公営住宅の施策対象（本来階層及び裁量

階層）の世帯数を推計し、そのうち自力では最低居住面積水準を達成することが

著しく困難な年収である世帯（以下「著しい困窮年収未満の世帯数」という。）を

推計する。 

    推計手法としては、「ストック推計プログラム（将来の「著しい困窮年収未満の

世帯数」の推計）」※を用いる。 

    推計した結果については、下記の「ストック推計結果表」のとおりとなる。 

※国土交通省国土技術政策総合研究所の技術開発によるプログラム 
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表 5.1 ストック推計結果表（著しい困窮年収未満の世帯数） 

 令和 2 年度 

2020 年 

令和 7 年度 

2025 年 

令和 12 年度 

2030 年 

令和 17 年度

2035 年 

令和 22 年度

2040 年 

令和 27 年度

2045 年 

総世帯数 60,137 59,477 57,496 54,969 52,712 50,550 

著しい困窮年収 

未満の世帯数 
3,202 3,062 2,881 2,695 2,542 2,402 

 

   ②住宅ストックの概況の把握 

    本市の住宅ストックの概況は下記の「住宅ストックの概況図」のとおりとなっ

ている。 

 

住宅ストックの概況図 

住宅総数 

66,620 戸 

  

居住世帯の 

ある住宅 

59,230 戸 

(100.0％) 

  

専用住宅 

58,040 戸 

(98.0％) 

  持ち家 

 47,070 戸  (81.1％)       

             

      公営の借家 

    580 戸  ( 1.0％)       

  
    

           

      民営借家 

  9,700 戸  (16.9％)     
      

             

      給与住宅 

    690 戸  ( 1.0％)       

                

    店舗その他の 

併用住宅 

1,190 戸 (2.0％) 

         

  
  

           

  
             

                  

  

居住世帯の 

ない住宅 

7,390 戸 

  

空き家 

7,040 戸 

  
二次的住宅    290 戸 

賃貸用の住宅 2,860 戸 

売却用の住宅   170 戸 

その他の住宅 3,720 戸 

      

  
    

    

      

      

                
    

一般現在者 

のみの住宅 

230 戸 

             

  
  

           

             

                

    
建築中の住宅 

120 戸 

         

  
  

           

             
 

                                     「平成 30 年住宅・土地統計調査」 
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   ③「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅数」の算定 

    低廉な家賃の条件としては、野田市の住宅扶助費一般基準上限額を考慮し、５

０，０００円以内と考える。 

    一定の質が確保されている住宅の条件としては、最低居住面積（１人世帯：２

５㎡以上、２人世帯：３０㎡以上、３人世帯：４０㎡以上、）を踏まえ、３０㎡以

上であることに加えて、耐震性が確保されているものと考える。耐震性の確保は

昭和５６年以降に建設された賃貸住宅とする。 

    上記条件を満たす賃貸住宅の戸数は、住宅・土地統計調査結果（平成３０年）

より推計する。なお、本市の世帯数の減少率に連動すると仮定する。 

 

   ④著しい困窮年収未満世帯への対応と 2045 年度（令和２７年度）の目標管理戸数

の設定 

    ①及び③で算出した目標公営住宅管理戸数は、下表の「ストック推計結果表」

のとおりとなる。 

    これにより、本計画の計画期間内を含め 2045 年度まで充足すると試算される。 

 

表 5.2 ストック推計結果表（目標公営住宅管理戸数） 

 
令和 2 年度 

2020 年 

令和 7 年度 

2025 年 

令和 12 年度 

2030 年 

令和 17 年度 

2035 年 

令和 22 年度 

2040 年 

令和 27 年度 

2045 年 

総世帯数 60,137 59,477 57,496 54,969 52,712 50,550 

著しい困窮年収未満の

世帯 
3,202 3,062 2,881 2,695 2,542 2,402 

低家賃かつ一定の質が

確保された賃貸住宅

（公営住宅及び社宅を

除く） 

2,490 2,463 2,380 2,276 2,183 2,093 

目標公営住宅管理戸数 712 599 501 419 359 309 

公営住宅管理戸数見通

し 
947 946 946 946 946 946 

過不足状況 235 347 445 527 587 637 
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  ３）１次判定：団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の

事業手法の仮設定 

    《社会的特性を踏まえた１次判定》 

     前述の選定フローに基づく、需要、効率性、立地条件により判定する。 

    【需要】 

     応募倍率の高い団地や空家率の低い団地は、団地を継続管理することに適す

るものと評価する。なお、応募倍率が低く空家率が高い団地であっても、近

隣の団地の状況等を踏まえて評価する。 

    【効率性】 

     敷地の高度利用の可能性等を検討し、建替事業の効率性を評価する。また、

団地に係る法規制（用途地域、容積率、日影規制、高度指定等）、団地の敷地

規模及び形状等により高度利用の可能性等がある場合は、団地を継続管理す

ることに適するものと評価する。 

    【立地】 

     公共交通機関が接近している、公益施設や生活利便施設・教育施設等が接近

しているなど利便性が高い場合は、団地を継続管理することに適するものと

評価する。また、ある一定のエリア内に存する唯一の団地である場合は、地

域の公営住宅等の需要を支える団地として継続管理することが考えられる。 

 

    《物理的特性を踏まえた１次判定》 

     住棟の現在の躯体の安全性、避難の安全性、居住性により評価し、住棟の改

善の必要性や可能性を判定する。 

    【躯体の安全性】 

     躯体の安全性については、耐震性の有無により評価する。 

    【避難の安全性】 

     建築基準法の規定により必要となる二方向避難及び防火区画の確保の状況

により評価する。 

    【居住性】 

     居住性の現状及び改善の必要性を評価する。 

 

  ４）２次判定：１次判定において事業手法・管理方針の判断を保留した団地・住棟

の事業手法の仮設定 

    ２次判定では、１次判定において「改善又は建替」、「維持管理又は用途廃止」

と判定したものの事業手法を設定する。 

    判定は、「ストック推計結果表」におけるストック推計より、中長期的に現在の

市営住宅を耐用年数まで維持管理することで、不足が生じないと試算されるため、

それぞれ「改善」、「当面維持管理」とする。 
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  ５）３次判定：計画期間における事業手法の決定 

    事業費の試算や長期的な管理の見通しについて検討し、そのうえで計画期間内

に実施を予定する事業手法を決定する。 

    判定は、耐用年数を超過又は１５年を切っている住棟については、個別修繕で

対応することとし「維持管理」、それ以外の住棟については、ライフサイクルコス

ト（ＬＣＣ）が縮減できる事業は「改善」とする。 

 

  ６）判定結果 

    以上の判定結果は表 5.3 のとおりとなる。 

 

表 5.3 団地の管理方針と事業手法 

住宅名 需要 効率性 立地 
躯体の 

安全性 

避難の 

安全性 
居住性 １次判定 ２次判定 

残耐用年数 

(15 年以上) 
３次判定 

宮崎団地１号棟 ○ 

○ ○ 

○ ○ ○ 維持管理 維持管理 × 維持管理 

宮崎団地２号棟 ○ ○ ○ ○ 維持管理 維持管理 × 維持管理 

七光台団地 × × ○ ○ ○ × 
維持管理又は

用途廃止 
当面維持管理 × 維持管理 

大和田団地 ○ × ○ ○ ○ ○ 
維持管理又は

用途廃止 
当面維持管理 × 維持管理 

西大和田団地１号棟 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 維持管理 維持管理 ○ 改善 

西大和田団地２号棟 ○ 

○ ○ 

○ ○ ○ 維持管理 維持管理 ○ 改善 

西大和田団地３号棟 ○ ○ ○ ○ 維持管理 維持管理 ○ 改善 

西大和田団地４号棟 ○ 

○ ○ 

○ ○ ○ 維持管理 維持管理 ○ 改善 

西大和田団地５号棟 ○ ○ ○ ○ 維持管理 維持管理 ○ 改善 

上花輪団地１号棟 ○ 

○ × 

○ ○ ○ 維持管理 維持管理 ○ 改善 

上花輪団地２号棟 × ○ ○ ○ 維持管理 維持管理 ○ 改善 

上花輪団地３号棟 ○ ○ ○ ○ 維持管理 維持管理 ○ 改善 

七光台中央団地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 維持管理 維持管理 ○ 改善 

鶴奉団地１号棟 × ○ ○ ○ ○ ○ 維持管理 維持管理 ○ 改善 

鶴奉団地２号棟 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 維持管理 維持管理 ○ 改善 

宮崎西団地１号棟 ○ 

○ ○ 

○ ○ ○ 維持管理 当面維持管理 × 維持管理 

宮崎西団地２号棟 ○ ○ ○ ○ 維持管理 当面維持管理 × 維持管理 

宮崎西団地３号棟 ○ ○ ○ ○ 維持管理 当面維持管理 × 維持管理 
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  ７）長期的な管理の見通し 

    市営住宅の中長期的な期間の管理の見通しは下表の「市営住宅の中長期的な管

理見通し」のとおりとなる。２）の推計により管理戸数は充足すると考えられる。 

なお、計画期間以降となるが、耐用年数の超過により、市営住宅としての用途廃

止が必要な団地があることを踏まえると、募集停止による政策空家とした場合の

転居先とすることなどを考慮し、令和８年度から民間住宅の借上げ制度の導入を

進めていくものとする。また、本計画の見直し等を行う中で不足の恐れがある場合

にも、民間住宅の借上げにより充足させることとする。 

 

表 5.4 市営住宅の中長期的な管理見通し 

住宅名 戸数 
2025～2030 

(R7～R12) 

2031～2035 

(R13～R17) 

2036～2040 

(R18～R22) 

2041～2045 

(R23～R27) 

宮崎団地１号棟 24 個別修繕 個別修繕 耐用年数超過 耐用年数超過 

宮崎団地２号棟 24 個別修繕 個別修繕 耐用年数超過 耐用年数超過 

七光台団地 50 耐用年数超過 耐用年数超過 用途廃止 － 

大和田団地 37 耐用年数超過 耐用年数超過 用途廃止 － 

西大和田団地１号棟 32 計画修繕 計画修繕 計画修繕 計画修繕 

西大和田団地２号棟 32 計画修繕 計画修繕 計画修繕 計画修繕 

西大和田団地３号棟 24 計画修繕 計画修繕 計画修繕 計画修繕 

西大和田団地４号棟 24 計画修繕 計画修繕 計画修繕 計画修繕 

西大和田団地５号棟 18 計画修繕 計画修繕 計画修繕 計画修繕 

上花輪団地１号棟 24 計画修繕 計画修繕 計画修繕 計画修繕 

上花輪団地２号棟 18 計画修繕 計画修繕 計画修繕 計画修繕 

上花輪団地３号棟 18 計画修繕 計画修繕 計画修繕 計画修繕 

七光台中央団地 18 計画修繕 計画修繕 計画修繕 計画修繕 

鶴奉団地１号棟 30 計画修繕 計画修繕 計画修繕 計画修繕 

鶴奉団地１号棟 30 計画修繕 計画修繕 計画修繕 計画修繕 

宮崎西団地１号棟 31 個別修繕 個別修繕 耐用年数超過 耐用年数超過 

宮崎西団地２号棟 31 個別修繕 個別修繕 耐用年数超過 耐用年数超過 

宮崎西団地３号棟 30 個別修繕 個別修繕 耐用年数超過 耐用年数超過 
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８）民間住宅の借上げ制度の導入時期・方針 

民間住宅の借上げ制度の導入については、借上げの対象となる住宅の選定基準・

方法や契約条件、借上げ戸数等を検討の上、令和８年度から導入を進めていくこ

ととする。 

 

  ９）公営住宅等ストックの事業手法別戸数表 

    先の検討により、計画期間内の公営住宅等ストックの事業手法別戸数表は下記

のとおりとなる。 

 

表 5.5 公営住宅等ストックの事業手法別戸数表 

 １～６年目 ７～11 年目 

 

公営住宅等管理戸数 ４９５戸 ４９５戸 

 新規整備事業予定戸数 ０戸 ０戸 

 維持管理予定戸数 ４９５戸 ４９５戸 

  うち計画修繕対応戸数 ２６８戸 ２６８戸 

  うち改善事業予定戸数 ２２７戸 ２２７戸 

  個別改善事業予定戸数 ２２７戸 ２２７戸 

  全面的改善事業予定戸数 ０戸 ０戸 

 建替事業予定戸数 ０戸 ０戸 

 用途廃止予定戸数 ０戸 ０戸 

 

６．点検の実施方針 

  国は、全対象施設に対する点検・診断を実施し、その結果に基づく必要な対策を行

うとともに、点検・診断結果や対策履歴等の情報を記録し、次の点検・診断等へ活用

する「メンテナンスサイクル」を構築することとしている。 

  本市においても、全ての住棟を対象に月１回の定期点検を実施する。 

  日常点検は、日常的な維持管理時においても、目視点検等を行うとともに、入退去

時を利用して、住戸内部の点検を実施し、ストックの状況把握に努める。 

  不具合等があることが判明した場合は、詳細な調査を実施するなど適切な対応を行

い、建物の安全性を確保する。 

  なお、定期点検や日常点検の結果をデータベース化し、修繕・維持管理の的確な実

施や次回の点検・診断に活用していく。 
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７．計画修繕の実施方針 

（１）修繕項目と周期 

   建物を長期にわたって良好に維持管理していくためには、建物の内外装・設備等

の経年劣化に応じて、修繕周期を参考にしながら、適時適切な修繕を実施していく

ことが重要であり、そのためには、修繕の内容は時期等についてあらかじめ計画し

た長期補修計画を定めておくことが必要である。 

 

（２）計画修繕の実施方針 

  ・建物を長期にわたって良好に維持管理していくためには、点検結果等を踏まえた

予防保全的な観点から屋根防水や外壁塗装等の計画修繕の実施や、建物の設備等

の劣化状況に応じた修繕を計画的に実施することが必要である。 

   予防保全が必要な部位（屋根防水や外壁塗装等）については、修繕項目と周期に

基づき優先的に修繕を行う。 

  ・点検の結果、建物の安全性や健全性等が確保されている場合は、修繕の実施時期

を延長するなど柔軟に対応しながら修繕を実施する。 

   なお、屋根防水や外壁塗装等の修繕のうち、改善事業で実施可能なものについて

は可能な限り改善事業で実施するものとする。 

  ・修繕内容によっては、同時に実施することでコスト縮減や居住者への負担軽減が

図れることや、同一団地内で一斉に行うことでコスト縮減を図ることも考えられ

ることから、修繕を実施する際には、他の修繕が実施可能かどうかを検討した上

で実施する。 

  ・用途廃止対象住棟については、供用期間を踏まえ、原則として計画修繕は実施せ

ず、他の住棟を優先して実施する。 

  ・修繕の内容は、点検結果と同様に、履歴の整理や修繕データを蓄積し、次回の点

検や修繕に活かすものとする。 

 

■修繕周期表（参考資料） 

推定 

修繕項目 
対象部位等 

工事 

区分 

修繕 

周期 
想定する修繕工事の仕様 

参
照
文
献 

修繕の目的 

安
全
性
の
確
保 

供
給
処
理
機
能
の
維
持 

劣
化
の
軽
減 

利
便
性
の
確
保 

美
観
の
維
持 

１．屋根防水 

①屋上防水 

(保護防水) 
屋上、塔屋、ﾙｰﾌﾊﾞﾙｺﾆｰ 

補修 20 年 
伸縮目地の打替、保護ｺﾝｸﾘｰﾄ部分補

修 
③   ○   

修繕 40 年 
下地調整の上、露出防水(かぶせ方

式) 
③   ○   

②屋上防水 

(露出防水) 
屋上、塔屋 

修繕 20 年 
塗膜防水の上、保護塗装(かぶせ方

式) 
③   ○   

撤去・ 40 年 既存防水層全面撤去の上下地調整、 ③   ○   
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新設 露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水等 

③傾斜屋根 屋根 

補修 20 年 下地調整の上、保護塗装 ③   ○   

撤去・

葺替 
40 年 

既存屋根材を全面撤去の上下地補

修、葺替 
③   ○   

④庇・笠木

等防水 

庇天端、笠木天端、ﾊﾟﾗﾍﾟ

ｯﾄ天端・ｱｺﾞ、架台天端等 
修繕 40 年 高圧洗浄の上下地調整、塗膜防水等 ③   ○   

２．床防水 

①ﾊﾞﾙｺﾆｰ床

防水 

ﾊﾞﾙｺﾆｰの床 

(側溝、幅木を含む) 
修繕 25 年 高圧洗浄の上下地調整、塗膜防水等 ②   ○   

②開放廊下 

・階段等床

防水 

開放廊下・階高の床 

(側溝、幅木を含む) 
修繕 25 年 高圧洗浄の上下地調整、塗膜防水等 ②   ○   

３．外壁塗装等 

①ｺﾝｸﾘｰﾄ補

修 

外壁、屋根、床、手すり壁、

軒天(上げ裏)、庇等(ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ、ﾓﾙﾀﾙ部分) 

補修 40 年 
ひび割れ、浮き、欠損、鉄筋の発錆、

ﾓﾙﾀﾙの浮き等の補修 
② ○  ○   

②外壁塗装 外壁、手すり壁等 塗替 40 年 
高圧洗浄の上下地処理、仕上塗材塗

り等 
② ○  ○  ○ 

③軒天塗装 
開放廊下・階段、ﾊﾞﾙｺﾆｰ等

の軒天(上げ裏)部分 
塗替 20 年 

高圧洗浄の上下地処理、仕上塗材塗

り等 
② ○  ○  ○ 

④ ﾀ ｲ ﾙ張補

修 
外壁、手すり壁等 補修 50 年 

欠損、浮き、剥離、ひび割れの補修、

洗浄 
② ○  ○  ○ 

⑤ｼｰﾘﾝｸﾞ 
外壁目地、建具周り、ｽﾘｰ

ﾌﾞ周り、部材接合部等 
打替 20 年 

既存ｼｰﾘﾝｸﾞ材を全面撤去の上、下地

処理、打替 
② ○  ○   

４．鉄部塗装等 

①鉄部塗装 

( 雨掛 か り

部分) 

(鋼製)開放廊下・階段、ﾊﾞ

ﾙｺﾆｰの手すり 
塗替 6 年 下地処理の上、塗装 －   ○   

(鋼製)屋上ﾌｪﾝｽ、設備機

器、縦樋・支持金物、架台、

避難ﾊｯﾁ、ﾏﾝﾎｰﾙ蓋、隔て板

枠、物干金物等 

塗替 6 年 下地処理の上、塗装 －   ○   

屋外鉄骨階段、自転車置

場、遊具、ﾌｪﾝｽ 
塗替 6 年 下地処理の上、塗装 －   ○   

②鉄部塗装 

( 非雨 掛 か

り部分) 

(鋼製)住戸玄関ﾄﾞｱ 塗替 6 年 下地処理の上、塗装 ③   ○   

(鋼製)共用部分ﾄﾞｱ、ﾒｰﾀｰ

ﾎﾞｯｸｽ扉、手すり、照明器

具、設備機器、配電盤類、

屋内消火栓箱等 

塗替 6 年 下地処理の上、塗装 ③   ○   

③非鉄部塗

装 

(ｱﾙﾐ製・ｽﾃﾝﾚｽ製等)ｻｯｼ、

面格子、ﾄﾞｱ、手すり、避

難ﾊｯﾁ、換気口等 

清掃 18 年 洗浄の上、ｺｰﾃｨﾝｸﾞ －   ○   

(ﾎﾞｰﾄﾞ、樹脂、木製等)隔

て板・ｴｱｺﾝｽﾘｰﾌﾞ・雨樋等 
塗替 18 年 下地処理の上、塗装 －   ○   

５．建具・金物等 

①建具関係 

住戸玄関ﾄﾞｱ、共用部分ﾄﾞ

ｱ、自動ﾄﾞｱ 

点検・

調整 
20 年 

動作点検、金物(丁番、ﾄﾞｱﾁｪｯｸ等)の

取替等 
③ ○     

取替 40 年 撤去又はかぶせ工法 ③ ○     

窓ｻｯｼ、面格子、網戸、ｼｬ

ｯﾀｰ 

点検・

調整 
20 年 

動作点検、金物(戸車、ｸﾚｾﾝﾄ、ﾋﾞｰﾄ

等)の取替等 
③ ○     

取替 40 年 撤去又はかぶせ工法 ③ ○     

②手すり 
開放廊下・階段、ﾊﾞﾙｺﾆｰの

手すり、防風ｽｸﾘｰﾝ 
取替 40 年 全部撤去の上、ｱﾙﾐ製手すりに取替 ③ ○     

③屋外鉄骨

階段 
屋外鉄骨階段 

補修 12 年 
点検、腐食部板金溶接補修、踏板交

換等 
③ ○     

取替 36 年 全部撤去の上、取替 ③ ○     

④金物類 

( 集合 郵 便

受等) 

集合郵便受、掲示板、宅配

ﾛｯｶｰ等 
取替 24 年 取替 ③    ○  

笠木、架台、ﾏﾝﾎｰﾙ蓋、階 取替 24 年 取替 ③ ○     
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段ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ、避難ﾊｯﾁ、ﾀﾗｯ

ﾌﾟ、排水金物、室名札、縦

樋・支持金物、隔て板、物

干金物、ｽﾘｰﾌﾞｷｬｯﾌﾟ等 

屋上ﾌｪﾝｽ等 取替 36 年 全部撤去の上、ｱﾙﾐ製ﾌｪﾝｽに取替 ③ ○     

⑤金物類 

(ﾒｰﾀｰﾎﾞｯｸｽ

扉等) 

ﾒｰﾀｰﾎﾞｯｸｽの扉、ﾊﾟｲﾌﾟｽﾍﾟ

ｰｽの扉等 
取替 36 年 撤去又はかぶせ工法 ③    ○  

６．共用部分 

①共用部分 

管理員室、集会室、内部廊

下、内部階段等の壁、床、

天井 

張替・

塗替 
12 年 床・壁・天井の塗替、張替等 ③     ○ 

ｴﾝﾄﾗﾝｽﾎｰﾙ、ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙの

壁、床、天井 

張替・

塗替 
12 年 床・壁・天井の塗替等 ③     ○ 

７．給水設備 

①給水管 

共用給水立て管 

専用給水枝管 

取替 20 年 
硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管 

亜鉛ﾒｯｷ鋼管 

① 

⑤ 
 ○    

取替 35 年 硬質塩化ﾋﾞﾆﾙﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管(ｺｱ継手) ①  ○    

取替 40 年 ｽﾃﾝﾚｽ鋼管 ⑥  ○    

水道ﾒｰﾀｰ 取替 8 年 支給品 －  ○    

②貯水槽 受水槽、高置水槽 取替 30 年 FRP 製 ③  ○    

③給水ﾎ ﾟ ﾝ

ﾌﾟ 

揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ、加圧給水ﾎﾟﾝ

ﾌﾟ、直結増圧ﾎﾟﾝﾌﾟ 

補修 10 年 ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ ③  ○    

取替 20 年  ③  ○    

８．排水設備 

①雑排水管 

(屋内) 

共用雑排水立て管 

専用雑排水枝管 

取替 30 年 配管用炭素鋼鋼管 ①  ○    

取替 30 年 

ﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ塗装鋼管 

排水用硬質塩化ﾋﾞﾆﾙﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 

排水用硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管 

耐火２層管 

① 

④ 

⑤ 

 ○    

②汚水管 

(屋内) 

共用汚水立て管 

専用汚水枝管 

取替 30 年 

配管用炭素鋼鋼管 

ﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ塗装鋼管 

排水用硬質塩化ﾋﾞﾆﾙﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管 

排水用硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管 

耐火２層管 

① 

④ 

⑤ 

 ○    

取替 50 年 鋳鉄管 ①  ○    

③排水管 

(屋外) 
屋外排水管 

取替 25 年 排水用硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管 ①  ○    

取替 30 年 ﾋｭｰﾑ管 ④  ○    

④雨水樋 立て樋 取替 30 年 硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管 ③  ○    

⑤排水ﾎ ﾟ ﾝ

ﾌﾟ 
排水ﾎﾟﾝﾌﾟ 

補修 10 年 ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ ③  ○    

取替 20 年  ③  ○    

９．ガス設備 

①ガス管 

(屋内) 

ｶﾞｽ管 取替 30 年 配管用炭素鋼鋼管 ⑥  ○    

ｶﾞｽﾒｰﾀｰ 取替 10 年  －  ○    

②ガス管 

(屋外) 
 

取替 20 年 配管用炭素鋼鋼管 ①  ○    

取替 50 年 
被覆鋼管 

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 
①  ○    

１０．空調換気設備 

①空調設備 
管理員室、集会室等のｴｱｺ

ﾝ 
取替 20 年  ③    ○  

②換気設備 

管理員室、集会室、機械

室、電気室換気扇、ﾀﾞｸﾄ

類、換気口、換気ｶﾞﾗﾘ 

取替 30 年  ③  ○    

１１．電灯設備 

①電灯設備 

共用廊下・ｴﾝﾄﾗﾝｽﾎｰﾙ等の

照明器具、配線器具、非常

照明、避難口、通路誘導

灯、外灯等 

取替 15 年  ③ ○ ○    

非常用照明器具内蔵蓄電 取替 4～6  － ○ ○    
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池 年 

②配電盤類 配電盤・ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ等 取替 40 年  ③  ○    

③幹線設備 
引込開閉器、幹線(電灯、

動力)等 
取替 30 年  ③  ○    

④避雷針設

備 

避雷針・ﾎﾟｰﾙ・支柱金物・

導線・接地極等 
取替 40 年  ③  ○    

⑤自家発電

設備 
発電設備 取替 30 年  ③  ○    

１２．情報・通信設備 

①情報・通

信設備 

電話配電盤(MDF)、中間端

子盤(IDF)等 
取替 30 年  ③    ○  

②ﾃﾚﾋﾞ共聴

設備 

ｱﾝﾃﾅ、増幅器、配分機等 

※同軸ｹｰﾌﾞﾙを除く 
取替 20 年  ③    ○  

③光ｹｰ ﾌ ﾞ ﾙ

配線設備 
住棟内ﾈｯﾄﾜｰｸ 取替 15 年  ③    ○  

④ｲﾝﾀｰﾎﾝ設

備 

ｲﾝﾀｰﾎﾝ設備、ｵｰﾄﾛｯｸ設備、

住宅情報盤、防犯設備、配

線等 

取替 15 年  ③    ○  

１３．消防用設備 

①屋内消火

栓設備 

消火栓ﾎﾟﾝﾌﾟ、消火管、ﾎｰ

ｽ類、屋内消火栓箱等 
取替 25 年  ③ ○     

②自動火災

報知設備 

感知器、発信器、表示灯、

音響装置、中継器、受信機

等 

取替 25 年  ③ ○     

③連結送水

管設備 

送水口、放水口、消火管、

消火隊専用栓箱等 
取替 25 年  ③ ○     

１４．昇降機設備 

①昇降機 
ｶｺﾞ内装、扉、三方枠等 補修 15 年  ③    ○  

全構成機器 取替 30 年  ③    ○  

１５．立体駐車場設備 

①自走式駐

車場 

ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ造 

(鉄骨造＋ALC) 

補修 10 年 鉄部塗装、車止め等の取替 ③    ○  

建替 30 年 全部撤去の上建替 ③    ○  

②機械式駐

車場 

２段方式、多段方式(昇降

式、横行昇降式、ﾋﾟｯﾄ式)、

垂直循環方式等 

補修 5 年 鉄部塗装、部品交換 ③    ○  

建替 20 年 撤去、新設 ③    ○  

１６．外構・附属設備 

①外構 

平面駐車場、車路・歩道等

の舗装、側溝、排水溝 
補修 20 年  ①   ○ ○  

囲障(塀、ﾌｪﾝｽ等)、ｻｲﾝ(案

内板)、遊具、ﾍﾞﾝﾁ等 
取替 20 年  ① ○   ○  

埋設排水管、排水桝等 

※埋設給水管を除く 
取替 20 年  ①  ○    

②附属施設 
自転車置場、ｺﾞﾐ集積所 取替 20 年  ①    ○  

植栽 整備 20 年  ①     ○ 

１７．専用部分 

①住設機器 浴室ﾕﾆｯﾄ 取替 25 年  ①    ○  

②設備機器 

分電盤 取替 15 年  ①  ○    

給湯・暖房器、ﾊﾞﾗﾝｽ釜 取替 15 年  ①    ○  

換気扇 取替 20 年  ①    ○  

参照文献凡例 

①公営住宅ストック総合活用計画（公営賃貸住宅ストック総合活用計画）の策定方針（案） 

②ＵＲ賃貸住宅の長寿命化に関する計画（ＵＲ/2014.4） 

③長期修繕計画標準様式、長期修繕計画作成ガイドライン・同コメント（国土交通省住宅局/2008.6） 

④建築編 マンションの維持修繕技術（平成 19 年度版）（㈳高層住宅管理業協会/2007.10） 

⑤令和 5 年版 建築物のライフサイクルコスト 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（建築保全センター/2023.10） 

⑥長期修繕計画指導・コンサル制度 長期修繕計画作成の手引き（㈳高層住宅管理業協会マンション保全センター

/2010.7） 
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８．改善事業の実施方針 

  住棟の状況に応じた改善事業の必要性・効果を考慮し、以下の改善事業類型毎に実

施方針を定めることとし、計画期間内に実施する改善事業は、下記の方針に基づき実

施する。 

  ①安全性確保型 

    引き続き活用を図る住宅ストックについて、居住者の安全性を確保するため、

建物の安全性能を維持するために実施する。 

【改善事業の実施内容】 

・避難ハッチ、避難器具の改修 

・バルコニー手摺の改修（鉄部の塗装やアルミ製に更新等） 

  ②長寿命化型 

    一定の居住性や安全性が確保されており、長期的な活用を図る住棟において、

公営住宅等の劣化防止、耐久性向上及び維持管理の容易化の観点から、予防保全

的な改善を行う。 

【改善事業の実施内容】 

・給水設備の改修（給水ポンプ、揚水ポンプを含む） 

・排水設備の改修 

・ガス管等の改修 

・外壁等の改修 

・屋根等の防水改修 

  ③福祉対応型 

    引き続き活用を図る住宅ストックについて、住戸内の安全性を確保し、高齢者

への対応として実施する。 

【改善事業の実施内容】 

・住戸内部や共用部の段差解消、手摺り新設等の改修 

・浴室（ユニットバス化）、トイレ等の高齢者対応改修 

・エレベーター設備等の新設 

  ④居住性向上型 

    引き続き活用を図る住宅ストックについて、住戸住棟設備の機能向上を行い、

居住性を向上させる。 

【改善事業の実施内容】 

・給湯設備等の新設（新規入居住戸への設置） 

・空調設備等の新設（新規入居住戸への設置） 

  ⑤個別改善事業に係る調査等 

    長寿命化型改善に関する工事を実施する場合は、工事着手の前年度までに必要

な調査及び設計を実施する。 

【改善事業の実施内容】 

・改修設計（給水管改修、排水管改修、ガス管改修、浴室やトイレ改修、バ

ルコニー等手摺改修等の調査及び設計） 
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９．建替事業の実施方針 

  計画期間においては、改善事業により既存ストックの長寿命化を図り、建替えを行

わない方針とし、本計画の見直しや耐用年数の超過により住棟の用途廃止等で公営住

宅の不足が生じた場合は、民間住宅の借り上げにより充足させる。 

なお、民間住宅の借上げについては、長期的な管理の見通しや、民間住宅の借上げ

制度の導入時期・方針においても記載したとおり、令和８年度から導入を進めていく

こととする。 

 

10．長寿命化のための事業実施予定一覧 

  計画期間内に実施する計画修繕・改善等の事業実施予定を下記の様式１～３に示す。 
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 
 

 事業主体名： 野田市      
 

             特定公共   地優賃 

住宅の区分： 公営住宅 賃貸住宅 （公共供給） 改良住宅 その他（        ） 
 

団 地 名 
住棟 

番号 
戸数 構造 

建設 

年度 

修繕・改善事業の内容 LCC 縮減効果 

(千円/年) 
備 考 

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

宮崎団地 １号棟 24 RC 造 S43              

宮崎団地 ２号棟 24 RC 造 S44              

七光台団地  50 PC 造 S45              

大和田団地  37 PC 造 S46              

西大和田第１団地 １号棟 32 PC 造 S47    

屋根防水 

外壁改修 

手摺塗装 

(長寿命) 

       4,494  

西大和田第２団地 ２号棟 32 PC 造 S48 

給水設備 

(長寿命) 

 

   

屋根防水 

外壁改修 

手摺塗装 

(長寿命) 

      4,339  

西大和田第２団地 ３号棟 24 PC 造 S49 

給水設備 

(長寿命) 

 

   

屋根防水 

外壁改修 

手摺塗装 

(長寿命) 

      3,504  

西大和田第３団地 ４号棟 24 PC 造 S50      

屋根防水 

外壁改修 

手摺塗装 

(長寿命) 

     3,668  

西大和田第３団地 ５号棟 18 PC 造 S51      

屋根防水 

外壁改修 

手摺塗装 

(長寿命) 

     2,730  

上花輪団地 １号棟 24 PC 造 S55       

外壁改修 

手摺塗装 

(長寿命) 

    3,513  

上花輪団地 ２号棟 18 PC 造 S54   

給水設備 

(長寿命) 

 

   

外壁改修 

手摺塗装 

(長寿命) 

    2,800  

上花輪団地 ３号棟 18 PC 造 S56   

給水設備 

(長寿命) 

 

   

外壁改修 

手摺塗装 

(長寿命) 

    2,611  

七光台中央団地  18 PC 造 S60 

排水設備 

(長寿命) 

 

給水設備 

(長寿命) 

 

     

屋根防水 

外壁改修 

(長寿命) 

   2,109  

鶴奉団地 １号棟 30 RC 造 H4         

屋根防水 

外壁改修 

(長寿命) 

給水設備 

(長寿命) 

 

 3,551  

鶴奉団地 ２号棟 30 RC 造 H6           

屋根防水 

外壁改修 

(長寿命) 

3,546  

宮崎西団地 １号棟 31 RC 造 S42              

宮崎西団地 ２号棟 31 RC 造 S43              

宮崎西団地 ３号棟 30 RC 造 S44              
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【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 
 

 事業主体名： 野田市      
 

             特定公共   地優賃 

住宅の区分： 公営住宅 賃貸住宅 （公共供給） 改良住宅 その他（        ） 
 

団 地 名 住棟番号 戸数 構造 建設年度 
新規又は建替 

整備予定年度 

LCC 

(千円/年) 
備 考 

予定なし        

        

        

        

        

 

 

 

 

 

 

 

 

【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等） 
 

 事業主体名： 野田市      
 

             特定公共   地優賃 

住宅の区分： 公営住宅 賃貸住宅 （公共供給） 改良住宅 その他（        ） 
 

団 地 名 共同施設名 建設 

年度 

維持管理・改善事業の内容 
備 考 

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

上花輪団地 集会所 S54       

屋根防水 

外壁改修 

(長寿命) 
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11．ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

（１）ライフサイクルコスト(ＬＣＣ)の算出の基本的な考え方 

   新規整備及び建替事業を実施する公営住宅等を対象としたライフサイクルコス

ト（ＬＣＣ）の算出の基本的な考え方は次のとおりである。 

 

  ＬＣＣ＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費） 

〔単位：千円／棟・年〕 

  ・建設費：当該住棟の建設時点に投資した建設工事費 

  ・改善費：想定される管理期間における改善工事費の見込み額から修繕費相当額を

控除（改善事業を実施することにより不要となる修繕費を控除）した額

（※） 

  ・修繕費：管理期間における修繕工事費の見込み額（※）。長期修繕計画で設定して

いる標準的な修繕事項・周期等に基づき修繕費を算定する。典型的な修

繕計画モデルから得られる修繕費乗率を建設費に乗じて算定される累

積修繕費で代用してもよい。 

  ・除却費：想定される管理期間が経過した後の除却工事費の見込み額（※） 

  ※現時点以降、将来に発生するコスト（将来の改善費、修繕費、除却費）について

は、社会的割引率（４％）を適用して現在価値化する。 

 

（２）ライフサイクルコスト(ＬＣＣ)の縮減効果の算出の基本的な考え方 

   長寿命化型改善事業又は全面的改善事業を実施する公営住宅等を対象としたラ

イフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の算出の基本的な考え方は次のとおりで

ある。 

 

 

 ■野田市公営住宅における設定条件 

  ・ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算定は、公表されている「建築物のライフサ

イクルコスト」(国土交通省大臣官房官庁営繕部監修)の計算プログラムを用いて

算出する。 

  ・評価期間の設定は、各種構造の耐用年数を踏まえ、以下のとおり設定する。 

鉄筋コンクリート造の公営住宅は、計画前（改善非実施）を 50 年、計画

後（改善実施）70 年として算定する。 
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（改善を実施しない住棟）                

  

建
設
費 

                           

              LCC             

           
除
却
費
Ａ 

  
除却費Ａ 

  

□
改
善
非
実
施
□
Ａ 

評
価
期
間 

        

              

÷ 

   年平均   

             
修繕費Ａ 

    費用Ａ   

                      

  
修繕費Ａ 

  

建設費 

        

            

                        
建設時点   現時点                

                              

        現在価値化                  

   評価期間(改善非実施)Ａ              年平均 年平均 毎年度の  

                         費用Ａ 費用Ｂ 縮減額  

（改善を実施する住棟）            

 

          

  

建
設
費 

            LCC           
 

      

       長寿命化型    
除却費Ｂ 

  

□
改
善
実
施
□
Ｂ 

評
価
期
間 

    － ＝    

       改善   
除
却
費
Ｂ 

  

÷ 

        

        
改
善
費 

    
改善費 

         

                     

            
修繕費Ｂ 

         

  
修繕費Ｂ 

          

   

建設費 

        

                   年平均   
建設時点   現時点          費用Ｂ   

                         

        現在価値化                 

   評価期間(改善実施)Ｂ                  

                              

ライフサイクルコストの算出イメージ 

 

 

①１棟のＬＣＣ縮減効果＝ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後） 

〔単位：千円／棟・年〕

 

②ＬＣＣ（計画前）＝ 
（建設費＋修繕費＋除却費）＊１  

評価期間（改善非実施）  

〔単位：千円／棟・年〕

 

＊１：（建設費＋修繕費＋除却費）は公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（Ｌ

ＣＣ算定対象）を実施しない場合に想定される管理期間に要するコスト。 

  ・建設費：推定再建築費（＝当該住棟の建設時点に投資した建設工事費×公営住宅

法施行規則第２３条の率）。ただし、当該住棟の建設時点に投資した建設

工事費を把握できない場合は、建設当時の標準建設費で代用する。 
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  ・修繕費：建設後、評価期間（改善非実施）末までに実施した修繕工事費（※）。長

期修繕計画で設定している標準的な修繕項目・周期等に基づき、修繕費

を算定する。典型的な修繕計画モデルから得られる修繕費乗率を建設費

（推定再建築費）に乗じて算定される累積修繕費で代用してもよい。 

  ・評価期間（改善非実施） 

      ：改善事業を実施しない場合に想定される管理期間。物理的な劣化や社会

的価値の低下に伴い供用に適さない状態になるまでの管理期間といえ

るが、これまでの建替事業の実績を考慮し、建替前の平均的な供用期間

（構造種別）を評価期間（改善非実施）としてよい。 

  ・除却費：評価期間（改善非実施）末に実施する除却工事費（※）。 

  ※現時点以後、将来に発生するコスト（将来の修繕費、除却費）については、社会

的割引率（４％）を適用して現在価値化する。 

 

③ＬＣＣ（計画後）＝ （建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）＊２  

 評価期間（改善実施）  

〔単位：千円／棟・年〕

 

  ＊２：（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）は公営住宅等長寿命化計画に基づく改善

事業（ＬＣＣ算定対象）及び公営住宅等長寿命化計画の計画期間以後に想定

される改善事業（ＬＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管理期間（目

標管理期間）に要するコスト。 

  ・建設費：②の記載と同じ 

  ・改善非：公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業費及び公営住宅等長寿命化計

画の計画期間以後に想定される改善事業費の総額から修繕費相当額を

控除した額（※） 

  ・修繕費：建設後、評価期間（改善実施）末までに実施した修繕工事費（※）。以下、

②の記載と同じ。 

  ・除却費：評価期間（改善実施）末に実施する除却工事費（※） 

  ・評価期間（改善実施） 

      ：公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）及び公営

住宅等長寿命化計画の計画期間以後に想定される改善事業（ＬＣＣ算定

対象）を実施する場合に想定される管理期間（目標管理期間）。 

※現時点以後、将来に発生するコスト（将来の改善、修繕、除却費）については、 

社会的割引率（４％）を適用して現在価値化する。 
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（３）ライフサイクルコストの縮減効果 

   計画期間に長寿命化型の改善事業を予定している住棟について、ライフサイクル

コスト（ＬＣＣ）を算出した。 

長寿命化型の改善事業を実施した場合、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減

効果を得ることが可能である。 

 

住宅名 建設年度 住戸数 

ライフサイクルコスト縮減効果 

住棟当たりの年平均縮減額 

（円／棟・年） 

西大和田団地１号棟 
Ｓ４７ 

（１９７２） 
３２  ４，４９４，２２０ 

西大和田団地２号棟 
Ｓ４８ 

（１９７３） 
３２  ４，３３９，３３４ 

西大和田団地３号棟 
Ｓ４９ 

（１９７４） 
２４  ３，５０４，５９４ 

西大和田団地４号棟 
Ｓ５０ 

（１９７５） 
２４  ３，６６８，９８０ 

西大和田団地５号棟 
Ｓ５１ 

（１９７６） 
１８  ２，７３０，５３４ 

上花輪団地１号棟 
Ｓ５５ 

（１９８０） 
２４  ３，５１３，９３７ 

上花輪団地２号棟 
Ｓ５４ 

（１９７９） 
１８  ２，８００，６９４ 

上花輪団地３号棟 
Ｓ５６ 

（１９８１） 
１８  ２，６１１，５０９ 

七光台中央団地 
Ｓ６０ 

（１９８５） 
１８  ２，１０９，４８０ 

鶴奉団地１号棟 
Ｈ４ 

（１９９２） 
３０  ３，５５１，１００ 

鶴奉団地２号棟 
Ｈ６ 

（１９９４） 
３０  ３，５４６，１０９ 

公営住宅 年間平均縮減額（円／年） ３６，８７０，４９１ 

 

 

 

 


